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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（１）および（２）の条件を共に満足するポリアミック酸のイミド化重合体から選
ばれる少なくとも一種を含有することを特徴とする、液晶配向剤。
（１）下記式（１）および（２）のそれぞれで示される構造から選ばれる少なくとも一種
の構造を有する。
（２）下記式（ａ）および（ｂ）のそれぞれで示される構造から選ばれる少なくとも一種
の構造を有する。
【化１】

（式中、ＲｃとＲｄはいずれもメチル基、いずれも水素原子、またはいずれもトリフルオ
ロメチル基である。）
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【化２】

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、液晶表示素子の液晶配向膜を形成するために用いられる液晶配向剤に関する。
さらに詳しくは、液晶表示素子に優れた残像特性と優れた長期安定性とをもたらす液晶配
向膜を与える液晶配向剤に関する。
【０００２】
【従来の技術】
現在、液晶表示素子としては、透明導電膜が設けられている基板表面にポリアミック酸、
ポリイミドなどからなる液晶配向膜を形成して液晶表示素子用基板とし、その２枚を対向
配置してその間隙内に正の誘電異方性を有するネマチック型液晶の層を形成してサンドイ
ッチ構造のセルとし、液晶分子の長軸が一方の基板から他方の基板に向かって連続的に９
０度捻れるようにした、いわゆるＴＮ型（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）液晶セルを
有するＴＮ型液晶表示素子が知られている。
【０００３】
また、ＴＮ型液晶表示素子に比してコントラストが高くて、その視角依存性の少ないＳＴ
Ｎ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型液晶表示素子や、垂直配向型液晶
表示素子が開発されている。このＳＴＮ型液晶表示素子は、ネマチック型液晶に光学活性
物質であるカイラル剤をブレンドしたものを液晶として用い、液晶分子の長軸が基板間で
１８０度以上にわたって連続的に捻れる状態となることにより生じる複屈折効果を利用す
るものである。
【０００４】
しかしながら、従来知られているポリアミック酸やそれを脱水閉環して得られる構造を有
するイミド系重合体を含有する液晶配向剤を用いてＴＮ型液晶表示素子などを作製した場
合、画像表示時（電圧印加時）に発生して液晶配向膜に吸着されたイオン性電荷が、画像
消去後（電圧印加の解除後）においても液晶配向膜から脱着されず、電圧解除後における
液晶配向膜に電圧が残留蓄積され、この残留電圧に起因して、電圧印加の解除後における
表示画面に残像が生じるという問題があり、このような残像が生じる場合には、電圧の印
加時と解除時における明暗の差が小さくなり、良好なコントラストが得られないという問
題がある。このため、残像が少ない液晶表示素子を与えることができる液晶配向剤の開発
が望まれている。
【０００５】
また最近では、液晶表示素子の軽量化などを目的として、従来使用されていたガラス基板
を樹脂基板とすることが試みられている。樹脂基板は耐熱温度が低いため、液晶配向膜を
形成する際の焼成処理を通常よりも低温で行わなければならず、焼成温度が低温では、信
頼性などが大きく低下するという問題があり、信頼性に優れた液晶表示素子を与えること
が出来る液晶配向剤の開発が望まれている。
【０００６】
また、液晶装置の小型化が進み、その一方で光源から出射される光の強度が強くなってい
るため、液晶表示素子が受ける光の強度が強くなったり、液晶表示素子の温度が高温にな
ったりする。このため、従来使用されているようなポリイミドを配向膜に用いた液晶表示
素子では、配向膜が劣化し、製品寿命が低下するという解決が求められる課題がある。
【０００７】
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【発明が解決しようとする課題】
本発明は、以上のような事情に鑑みてなされたものであって、本発明の第１の目的は、残
像特性に優れた液晶表示素子のための液晶配向膜を与える液晶配向剤を提供することにあ
る。
【０００８】
本発明の第２の目的は、信頼性に優れた液晶表示素子を与えることができる液晶配向剤を
提供することにある。
【０００９】
本発明の第３の目的は、耐光性・耐熱性に優れた液晶表示素子を与えることが出来る液晶
配向剤を提供することにある。
【００１０】
本発明のさらに他の目的および利点は、以下の説明から明らかになろう。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、下記（１）および（２）の条件を満
たすポリアミック酸のイミド化重合体から選ばれる少なくとも一種を含有することを特徴
とする、液晶配向剤により達成される。
（１）下記式（１）および（２）のそれぞれで示される構造から選ばれる少なくとも一種
の構造（以下、「特定構造（１）」ともいう）を有する。
（２）下記式（ａ）および（ｂ）のそれぞれで示される構造から選ばれる少なくとも一種
の構造（以下、「特定構造（２）」ともいう）を有する。
【００１２】
【化３】

【００１３】
（式中、ＲｃとＲｄはいずれもメチル基、いずれも水素原子、またはいずれもトリフルオ
ロメチル基である。）
【００１４】
【化４】

【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について詳細に説明する。本発明で用いられるイミド化重合体は、テトラカ
ルボン酸二無水物とジアミン化合物とを有機溶剤中で反応させて合成したポリアミック酸
を、脱水閉環して得ることができる。これら重合体は、２種以上混合して用いてもよい。
本発明の液晶配向剤においては、イミド化率が４０％以上のイミド化重合体を用いること
が好ましい。ここで言う「イミド化率」とは、重合体中の全繰返し単位における、イミド
環を有する繰返し単位を百分率で表した数値のことである。
【００１７】
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　特定構造（１）は、ジアミン化合物に、特定構造（１）を有するものを用いることによ
り、イミド化重合体に導入される。
【００１８】
　特定構造（１）は、液晶表示素子の残像特性の改善に顕著な効果を有するとともに、信
頼性、耐光性、耐熱性を向上させ、液晶表示素子の電気的安定性、製品寿命を向上させる
効果を有する。特定構造（１）のうち、特に上記式（１）で表される構造が好ましい。
【００１９】
特定構造▲２▼は、テトラカルボン酸二無水物に特定構造▲２▼を有するものを用いるこ
とにより、イミド化重合体に好ましく導入される。特定構造▲２▼は、溶液状態での保管
中に変化しやすい不安定なポリアミック酸を、脱水閉環して得られたイミド化重合体に溶
媒可溶性を与えることで、安定な状態で保管可能とする効果を有する。本発明で用いるイ
ミド化重合体における特定構造▲１▼の含有割合は、全重合体の全繰り返し単位に対して
、特定構造▲１▼を有する繰り返し単位の割合が、好ましくは５～９５モル％、より好ま
しくは１０～８０モル％、特に好ましくは１０～６０モル％である。
【００２０】
本発明で用いるイミド化重合体における特定構造▲２▼の含有割合は、全重合体の全繰り
返し単位に対して、特定構造▲２▼を有する繰り返し単位の割合が、好ましくは０．１～
５０モル％、より好ましくは１０～５０モル％、特に好ましくは３０～５０モル％である
。
【００２１】
［テトラカルボン酸二無水物］
【００２２】
特定構造（２）を有するテトラカルボン酸二無水物は、２，３，５－トリカルボキシシク
ロペンチル酢酸二無水物および３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタン－２，４－ジ
オン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２’５’－ジオン）、である。
【００２３】
　また、本発明には、上記特定構造（２）を有する化合物以外の他のテトラカルボン酸二
無水物を用いることもできる。当該他のテトラカルボン酸二無水物としては、例えば、３
，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，８－ナフタレン
テトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２
，３，６，７－フェナントレンテトラカルボン酸二無水物、３，４，５，６－フルオレン
テトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－アントラセンテトラカルボン酸二無水物、
３，５，６－トリカルボキシノルボルナン－２－酢酸二無水物、（４ａｒＨ，８ａｒＨ）
－デカヒドロ－１ｔ，４ｔ：５ｃ、８ｃ－ジメタノナフタレン－２ｔ，３ｔ，６ｃ，７ｃ
－テトラカルボン酸二無水物、３，５，６－トリカルボキシノルボルナン－２－酢酸二無
水物、２，３，４，５－テトラヒドロフランテトラカルボン酸二無水物、ブタンテトラカ
ルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２－
ジメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジメチル
－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジクロロ－１，２
，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－テトラメチル－１
，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタ
ンテトラカルボン酸二無水物、１，２，４，５－シクロヘキサンテトラカルボン酸二無水
物、３，３’，４，４’－ジシクロヘキシルテトラカルボン酸二無水物、２，３，４，５
－テトラヒドロフランテトラカルボン酸二無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサ
ヒドロ－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］
－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－メチル－
５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン
－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－エチル－５（テト
ラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３
－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－７－メチル－５（テトラヒドロ
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－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン
、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－７－エチル－５（テトラヒドロ－２，５
－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３
，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキ
ソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，
４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－エチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－
フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，
９ｂ－ヘキサヒドロ－５，８－ジメチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フ
ラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、５－（２，５－ジオキソテ
トラヒドロフラル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸二無水物
、ビシクロ［２，２，２］－オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無
水物、３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’
－（テトラヒドロフラン－２’５’－ジオン）、（４ａｒＨ，８ａｒＨ）－デカヒドロ－
１ｔ，４ｔ：５ｃ、８ｃ－ジメタノナフタレン－２ｔ，３ｔ，６ｃ，７ｃ－テトラカルボ
ン酸二無水物、下記式（Ｉ）および（ＩＩ）で表される化合物などの脂肪族および脂環式
テトラカルボン酸二無水物；
【００２４】
【化５】

【００２５】
（式中、Ｒ1およびＲ3は、芳香環を有する２価の有機基を示し、Ｒ2およびＲ4は、水素原
子またはアルキル基を示し、複数存在するＲ2およびＲ4は、それぞれ同一でも異なってい
てもよい。）
【００２６】
下記式（１１）～（１８）で表される化合物；
【００２７】
【化６】
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下記式（１９）～（２１）で表される化合物；
【００２９】
【化７】
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【００３０】
ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水
物、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４
，４’－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジメチル
ジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－テトラフェニルシラ
ンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－フランテトラカルボン酸二無水物、４，
４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルフィド二無水物、４，４
’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物、４，４’－
ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプロパン二無水物、３，３’，４，
４’－パーフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルホ
スフィンオキサイド二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物
、ｍ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル
酸）－４，４’－ジフェニルエーテル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４
’－ジフェニルメタン二無水物、エチレングリコール－ビス（アンヒドロトリメリテート
）、プロピレングリコール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，４－ブタンジオー
ル－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，６－ヘキサンジオール－ビス（アンヒドロ
トリメリテート）、１，８－オクタンジオール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン－ビス（アンヒドロトリメリテート）な
どの芳香族テトラカルボン酸二無水物を挙げることができる。これらは１種単独でまたは
２種以上組み合わせて用いられる。
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【００３１】
［ジアミン化合物］
　特定構造（１）を有するジアミン化合物は、２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミノ
ビフェニル、２，２’－ジトリフルオロメチル－４，４’－ジアミノビフェニルおよび２
，７－ジアミノフルオレンである。
　また、本発明には、上記特定構造（１）を有する化合物以外の他のジアミン化合物を用
いることもできる。当該他のジアミン化合物としては、例えば、３，３’－ジメチル－４
，４’－ジアミノビフェニル、３，３’－ジトリフルオロメチル－４，４’－ジアミノビ
フェニル、２，２’，５，５’－テトラクロロ－４，４’－ジアミノビフェニル、２，２
’－ジクロロ－４，４’－ジアミノ－５，５’－ジメトキシビフェニル、３，３’－ジメ
トキシ－４，４’－ジアミノビフェニル、４，４’－ジアミノ－２，２’－ビス（トリフ
ルオロメチル）ビフェニル、４，４’－ビス［（４－アミノ－２－トリフルオロメチル）
フェノキシ］－オクタフルオロビフェニル、４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ）ビ
フェニル、１，５－ジアミノナフタレン、１，８－ジアミノナフタレン、下記式（６－１
）～（６－３）で表される化合物、２，７－ジアミノフルオレノン、９，９－ビス（４－
アミノフェニル）フルオレン、下記式（１０－１）～（１０－２）で表される化合物、
【００３２】
【化８】

【００３３】
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　ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメ
タン、４，４’－ジアミノジフェニルエタン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド
、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミノベンズアニリド、４，４
’－ジアミノジフェニルエーテル、５－アミノ－１－（４’－アミノフェニル）－１，３
，３－トリメチルインダン、６－アミノ－１－（４’－アミノフェニル）－１，３，３－
トリメチルインダン、３，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ジアミノベン
ゾフェノン、３，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、
２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－
（４－アミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－アミ
ノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フ
ェニル］スルホン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（４
－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、４，
４’－メチレン－ビス（２－クロロアニリン）、１，４，４’－（ｐ－フェニレンイソプ
ロピリデン）ビスアニリン、４，４’－（ｍ－フェニレンイソプロピリデン）ビスアニリ
ン、２，２’－ビス［４－（４－アミノ－２－トリフルオロメチルフェノキシ）フェニル
］ヘキサフルオロプロパンなどの芳香族ジアミン；
【００３４】
１，１－メタキシリレンジアミン、１，３－プロパンジアミン、テトラメチレンジアミン
、ペンタメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタ
メチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、４，４－ジアミノヘプタメチレンジアミン、
１，４－ジアミノシクロヘキサン、イソホロンジアミン、テトラヒドロジシクロペンタジ
エニレンジアミン、ヘキサヒドロ－４，７－メタノインダニレンジメチレンジアミン、ト
リシクロ［６．２．１．０２，７］－ウンデシレンジメチルジアミン、４，４’－メチレ
ンビス（シクロヘキシルアミン）などの脂肪族および脂環式ジアミン；
【００３５】
２，３－ジアミノピリジン、２，６－ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリジン、２
，４－ジアミノピリミジン、５，６－ジアミノ－２，３－ジシアノピラジン、５，６－ジ
アミノ－２，４－ジヒドロキシピリミジン、２，４－ジアミノ－６－ジメチルアミノ－１
，３，５－トリアジン、１，４－ビス（３－アミノプロピル）ピペラジン、２，４－ジア
ミノ－６－イソプロポキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－メトキシ
－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－フェニル－１，３，５－トリアジン
、２，４－ジアミノ－６－メチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－１，３，５－ト
リアジン、４，６－ジアミノ－２－ビニル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－５－フ
ェニルチアゾール、２，６－ジアミノプリン、５，６－ジアミノ－１，３－ジメチルウラ
シル、３，５－ジアミノ－１，２，４－トリアゾール、６，９－ジアミノ－２－エトキシ
アクリジンラクテート、３，８－ジアミノ－６－フェニルフェナントリジン、１，４－ジ
アミノピペラジン、３，６－ジアミノアクリジン、ビス（４－アミノフェニル）フェニル
アミンおよび下記式（III）～（ＩＶ）で表される化合物などの、分子内に２つの１級ア
ミノ基および該１級アミノ基以外の窒素原子を有するジアミン；
【００３６】
【化９】

【００３７】
（式中、Ｒ5は２価の有機基を示し、Ｒ6は、ピリジン、ピリミジン、トリアジン、ピペリ
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）
【００３８】
【化１０】

【００３９】
（式中、Ｒ7は、ピリジン、ピリミジン、トリアジン、ピペリジンおよびピペラジンから
選ばれる窒素原子を含む環構造を有する２価の有機基を示し、Ｒ8は２価の有機基を示し
、複数存在するＲ8は、同一でも異なっていてもよい。）
【００４０】
下記式（Ｖ）で表されるモノ置換フェニレンジアミン類；下記式（ＶＩ）で表されるジア
ミノオルガノシロキサン；
【００４１】
【化１１】

【００４２】
（式中、Ｒ9は、－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－および
－ＣＯ－から選ばれる２価の有機基を示し、Ｒ10は、炭素数６～３０のアルキル基を示す
。）
【００４３】
【化１２】

【００４４】
（式中、Ｒ11は炭素数１～１２の炭化水素基を示し、複数存在するＲ11は、それぞれ同一
でも異なっていてもよく、ｐは１～３の整数であり、ｑは１～２０の整数である。）
【００４５】
下記式（２２）～（１００）で表される化合物などを挙げることができる。これらのジア
ミン化合物は、単独でまたは２種以上組み合わせて用いることができる。
【００４６】
【化１３】
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【化１５】
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【００４９】
【化１６】
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【化１７】
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【化１８】
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【化１９】

【００５３】
（式中、ｙは２～１２の整数であり、ｚは１～５の整数である。）
これらのうち、ｐ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４
’－ジアミノジフェニルスルフィド、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、２，２－
ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－ア
ミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニ
ル）ヘキサフルオロプロパン、４，４’－（ｐ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスア
ニリン、４，４’－（ｍ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、１，４－シク
ロヘキサンジアミン、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルアミン）、１，４－ビス
（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、２，６－ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリ
ジン、２，４－ジアミノピリミジン、３，６－ジアミノアクリジン、上記式（III）で表
される化合物のうち下記式（１０１）で表される化合物、上記式（ＩＶ）で表される化合
物のうち下記式（１０２）で表される化合物および上記式（Ｖ）で表される化合物のうち
ドデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼ
ン、オクタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、上記式（２２）～（１００）で表さ
れる化合物が好ましく、特に好ましいものとして、ｐ－フェニレンジアミン、４，４’－
ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、１，４－シクロヘ
キサンジアミン、ドデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノキシ－２，４
－ジアミノベンゼン、オクタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、上記式（２２）～
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（４１）で表される化合物を挙げることができる。
【００５４】
【化２０】

【００５５】
［ポリアミック酸の合成］
ポリアミック酸の合成反応に供されるテトラカルボン酸二無水物とジアミンの使用割合は
、ジアミンのアミノ基１当量に対して、テトラカルボン酸二無水物の酸無水物基が０．２
～２当量となる割合が好ましく、さらに好ましくは０．３～１．２当量となる割合である
。
【００５６】
ポリアミック酸の合成反応は、有機溶媒中において、好ましくは－２０℃～１５０℃、よ
り好ましくは０～１００℃の温度条件下で行われる。
【００５７】
ここで、有機溶媒としては、合成されるポリアミック酸を溶解できるものであれば特に制
限はなく、例えば１－メチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ
－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、γ－ブチロラクトン、テトラメチル尿
素、ヘキサメチルホスホルトリアミドなどの非プロトン系極性溶媒；ｍ－クレゾール、キ
シレノール、フェノール、ハロゲン化フェノールなどのフェノール系溶媒を例示すること
ができる。また、有機溶媒の使用量（α）は、テトラカルボン酸二無水物およびジアミン
化合物の総量（β）が、反応溶液の全量（α＋β）に対して０．１～３０重量％になるよ
うな量であることが好ましい。
【００５８】
なお、上記有機溶媒には、ポリアミック酸の貧溶媒であるアルコール類、ケトン類、エス
テル類、エーテル類、ハロゲン化炭化水素類、炭化水素類などを、生成するポリアミック
酸が析出しない範囲で併用することができる。斯かる貧溶媒の具体例としては、例えばメ
チルアルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコール、シクロヘキサノール、４
－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン、エチレングリコール、プロピレングリコー
ル、１，４－ブタンジオール、トリエチレングリコール、エチレングリコールモノメチル
エーテル、乳酸エチル、乳酸ブチル、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチル
ケトン、シクロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、メチルメトキシプロ
ピオネ－ト、エチルエトキシプロピオネ－ト、シュウ酸ジエチル、マロン酸ジエチル、ジ
エチルエーテル、エチレングリコールメチルエーテル、エチレングリコールエチルエーテ
ル、エチレングリコール－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコール－ｉ－プロピルエ
ーテル、エチレングリコール－ｎ－ブチルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテ
ル、エチレングリコールエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールジメチルエー
テル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、テトラヒドロフラ
ン、ジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン、１，４－ジクロロブタン、トリクロロエ
タン、クロルベンゼン、ｏ－ジクロルベンゼン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、ベンゼ
ン、トルエン、キシレンなどを挙げることができる。
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【００５９】
以上のようにして、ポリアミック酸を溶解してなる反応溶液が得られる。そして、この反
応溶液を大量の貧溶媒中に注いで析出物を得、この析出物を減圧下乾燥することによりポ
リアミック酸を得ることができる。また、このポリアミック酸を再び有機溶媒に溶解させ
、次いで貧溶媒で析出させる工程を１回または数回行うことにより、ポリアミック酸を精
製することができる。
【００６０】
［イミド化重合体の合成］
本発明の液晶配向剤を構成するイミド化重合体は、上記ポリアミック酸を脱水閉環するこ
とにより合成することができる。ポリアミック酸の脱水閉環は、（ｉ）ポリアミック酸を
加熱する方法により、または（ii）ポリアミック酸を有機溶媒に溶解し、この溶液中に脱
水剤および脱水閉環触媒を添加し必要に応じて加熱する方法により行われる。
【００６１】
上記（ｉ）のポリアミック酸を加熱する方法における反応温度は、好ましくは５０～２０
０℃であり、より好ましくは６０～１７０℃である。反応温度が５０℃未満では脱水閉環
反応が十分に進行せず、反応温度が２００℃を超えると得られるイミド化重合体の分子量
が低下することがある。
【００６２】
一方、上記（ii）のポリアミック酸の溶液中に脱水剤および脱水閉環触媒を添加する方法
において、脱水剤としては、例えば無水酢酸、無水プロピオン酸、無水トリフルオロ酢酸
などの酸無水物を用いることができる。脱水剤の使用量は、所望するイミド化率によるが
、ポリアミック酸の繰り返し単位１モルに対して０．０１～２０モルとするのが好ましい
。また、脱水閉環触媒としては、例えばピリジン、コリジン、ルチジン、トリエチルアミ
ンなどの３級アミンを用いることができる。しかし、これらに限定されるものではない。
脱水閉環触媒の使用量は、使用する脱水剤１モルに対して０．０１～１０モルとするのが
好ましい。イミド化率は上記の脱水剤、脱水閉環剤の使用量が多いほど高くすることがで
きる。イミド化率は液晶表示素子の残像消去速度の観点から４０％以上が好ましい。なお
、脱水閉環反応に用いられる有機溶媒としては、ポリアミック酸の合成に用いられるもの
として例示した有機溶媒を挙げることができる。そして、脱水閉環反応の反応温度は、好
ましくは０～１８０℃であり、より好ましくは１０～１５０℃である。また、このように
して得られる反応溶液に対し、ポリアミック酸の精製方法におけると同様の操作を行うこ
とにより、イミド化重合体を精製することができる。
【００６３】
［末端修飾型の重合体］
本発明で用いられるポリアミック酸およびイミド化重合体は、分子量が調節された末端修
飾型のものであってもよい。この末端修飾型の重合体を用いることにより、本発明の効果
が損われることなく液晶配向剤の塗布特性などを改善することができる。このような末端
修飾型の重合体は、ポリアミック酸を合成する際に、酸一無水物、モノアミン化合物、モ
ノイソシアネート化合物などを反応系に添加することにより合成することができる。ここ
で、酸一無水物としては、例えば無水マレイン酸、無水フタル酸、無水イタコン酸、ｎ－
デシルサクシニック酸無水物、ｎ－ドデシルサクシニック酸無水物、ｎ－テトラデシルサ
クシニック酸無水物、ｎ－ヘキサデシルサクシニック酸無水物などを挙げることができる
。また、モノアミン化合物としては、例えばアニリン、シクロヘキシルアミン、ｎ－ブチ
ルアミン、ｎ－ペンチルアミン、ｎ－ヘキシルアミン、ｎ－ヘプチルアミン、ｎ－オクチ
ルアミン、ｎ－ノニルアミン、ｎ－デシルアミン、ｎ－ウンデシルアミン、ｎ－ドデシル
アミン、ｎ－トリデシルアミン、ｎ－テトラデシルアミン、ｎ－ペンタデシルアミン、ｎ
－ヘキサデシルアミン、ｎ－ヘプタデシルアミン、ｎ－オクタデシルアミン、ｎ－エイコ
シルアミンなどを挙げることができる。また、モノイソシアネート化合物としては、例え
ばフェニルイソシアネート、ナフチルイソシアネートなどを挙げることができる。
【００６４】
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［重合体の対数粘度］
以上のようにして得られるポリアミック酸およびイミド化重合体は、その対数粘度（ηln

）の値が好ましくは０．０５～１０ｄｌ／ｇ、より好ましくは０．０５～５ｄｌ／ｇであ
る。
【００６５】
本発明における対数粘度（ηln）の値は、Ｎ－メチル－２－ピロリドンを溶媒として用い
、濃度が０．５ｇ／１００ミリリットルである溶液について３０℃で粘度の測定を行い、
下記式（ｉ）によって求められるものである。
【００６６】
【数１】

【００６７】
［液晶配向剤］
本発明の液晶配向剤は、上記ポリアミック酸および／またはイミド化重合体が、通常、有
機溶媒中に溶解含有されて構成される。
【００６８】
本発明の液晶配向剤を調製する際の温度は、好ましくは０℃～２００℃であり、より好ま
しくは２０℃～６０℃である。
【００６９】
本発明の液晶配向剤を構成する有機溶媒としては、例えば、１－メチル－２－ピロリドン
、γ－ブチロラクトン、γ－ブチロラクタム、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアセトアミド、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン、エチレングリコ
ールモノメチルエーテル、乳酸ブチル、酢酸ブチル、メチルメトキシプロピオネ－ト、エ
チルエトキシプロピオネ－ト、エチレングリコールメチルエーテル、エチレングリコール
エチルエーテル、エチレングリコール－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコール－ｉ
－プロピルエーテル、エチレングリコール－ｎ－ブチルエーテル（ブチルセロソルブ）、
エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールエチルエーテルアセテート、
ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエー
テルアセテートなどを挙げることができる。
【００７０】
本発明の液晶配向剤における固形分濃度は、粘性、揮発性などを考慮して選択されるが、
好ましくは１～１０重量％の範囲にある。すなわち、本発明の液晶配向剤は、基板表面に
塗布され、液晶配向膜となる塗膜が形成されるが、固形分濃度が１重量％未満である場合
には、この塗膜の膜厚が過小となって良好な液晶配向膜を得ることができず、固形分濃度
が１０重量％を超える場合には、塗膜の膜厚が過大となって良好な液晶配向膜を得ること
ができず、また、液晶配向剤の粘性が増大して塗布特性が劣るものとなる。
【００７１】
本発明の液晶配向剤には、目的の物性を損なわない範囲内で、基板表面に対する接着性を
向上させる観点から、官能性シラン含有化合物やエポキシ化合物が含有されていてもよい
。かかる官能性シラン含有化合物としては、例えば３－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、２－アミノプロピルトリメトキシシラン、
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２－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピ
ルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキ
シシラン、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキ
シシラン、Ｎ－エトキシカルボニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－エト
キシカルボニル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－トリエトキシシリルプロ
ピルトリエチレントリアミン、Ｎ－トリメトキシシリルプロピルトリエチレントリアミン
、１０－トリメトキシシリル－１，４，７－トリアザデカン、１０－トリエトキシシリル
－１，４，７－トリアザデカン、９－トリメトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテ
ート、９－トリエトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート、Ｎ－ベンジル－３－
アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－ベンジル－３－アミノプロピルトリエトキシシ
ラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミ
ノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノプロピルトリ
メトキシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノプロピルトリエトキシシラン
などを挙げることができる。エポキシ化合物としては、例えばエチレングリコールジグリ
シジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコール
ジグリシジルエーテル、トリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレ
ングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１
，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、２，
２－ジブロモネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，３，５，６－テトラグ
リシジル－２，４－ヘキサンジオール、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，－テトラグリシジル－ｍ－
キシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン
、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、３
－（Ｎ－アリルーＮーグリシジル）アミノプロピルトリメトキシシラン、３－（Ｎ，Ｎ－
ジグリシジル）アミノプロピルトリメトキシシランなどを挙げることができる。
【００７２】
［液晶表示素子］
液晶表示素子は、例えば次の方法によって製造することができる。
【００７３】
（１）パターニングされた透明導電膜が設けられている基板の一面に、本発明の液晶配向
剤を例えばロールコーター法、スピンナー法、印刷法などの方法によって塗布し、次いで
、塗布面を加熱することにより塗膜を形成する。ここに、基板としては、例えばフロート
ガラス、ソーダガラスなどのガラス；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフ
タレート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネートなどのプラスチックからなる透明基
板を用いることができる。基板の一面に設けられる透明導電膜としては、例えば酸化スズ
（ＳｎＯ2）からなるＮＥＳＡ膜（米国ＰＰＧ社登録商標）、酸化インジウム－酸化スズ
（Ｉｎ2Ｏ3－ＳｎＯ2）からなるＩＴＯ膜などを用いることができ、これらの透明導電膜
のパターニングには、フォト・エッチング法や予めマスクを用いる方法が用いられる。液
晶配向剤の塗布に際しては、基板表面および透明導電膜と塗膜との接着性をさらに良好に
するために、基板の該表面に、官能性シラン含有化合物、官能性チタン含有化合物などを
予め塗布することもできる。液晶配向剤塗布後の加熱温度は、好ましくは８０～３００℃
とされ、より好ましくは１２０～２５０℃とされる。なお、ポリアミック酸を含有する本
発明の液晶配向剤は、塗布後に有機溶媒を除去することによって配向膜となる塗膜を形成
するが、さらに加熱することによって脱水閉環を進行させ、よりイミド化された塗膜とす
ることもできる。形成される塗膜の膜厚は、好ましくは０．００１～１μｍであり、より
好ましくは０．００５～０．５μｍである。
【００７４】
（２）形成された塗膜面を、例えばナイロン、レーヨン、コットンなどの繊維からなる布
を巻き付けたロールで一定方向に擦るラビング処理を行う。これにより、液晶分子の配向
能が塗膜に付与されて液晶配向膜となる。
【００７５】
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また、本発明の液晶配向剤により形成された液晶配向膜に、例えば特開平６－２２２３６
６号公報や特開平６－２８１９３７号公報に示されているような、紫外線を部分的に照射
することによってプレチルト角を変化させるような処理、あるいは特開平５－１０７５４
４号公報に示されているような、ラビング処理を施した液晶配向膜表面にレジスト膜を部
分的に形成し、先のラビング処理と異なる方向にラビング処理を行った後にレジスト膜を
除去して、液晶配向膜の液晶配向能を変化させるような処理を行うことによって、液晶表
示素子の視界特性を改善することが可能である。
【００７６】
（３）上記のようにして液晶配向膜が形成された基板と、透明導電膜のパターニングされ
ていない基盤とをそれぞれ１枚ずつ作製し、それぞれの液晶配向膜におけるラビング方向
が直交または逆平行となるように、２枚の基板を、間隙（セルギャップ）を介して対向配
置し、２枚の基板の周辺部をシール剤を用いて貼り合わせ、基板表面およびシール剤によ
り区画されたセルギャップ内に液晶を注入充填し、注入孔を封止して液晶セルを構成する
。そして、液晶セルの外表面、すなわち、液晶セルを構成するそれぞれの基板の他面側に
、偏光板を、その偏光方向が当該基板の一面に形成された液晶配向膜のラビング方向と一
致または直交するように貼り合わせることにより、液晶表示素子が得られる。
【００７７】
ここに、シール剤としては、例えば硬化剤およびスペーサーとしての酸化アルミニウム球
を含有するエポキシ樹脂などを用いることができる。
【００７８】
液晶としては、ネマティック型液晶およびスメクティック型液晶を挙げることができ、そ
の中でもネマティック型液晶が好ましく、例えばシッフベース系液晶、アゾキシ系液晶、
ビフェニル系液晶、フェニルシクロヘキサン系液晶、エステル系液晶、ターフェニル系液
晶、ビフェニルシクロヘキサン系液晶、ピリミジン系液晶、ジオキサン系液晶、ビシクロ
オクタン系液晶、キュバン系液晶などを用いることができる。また、これらの液晶に、例
えばコレスチルクロライド、コレステリルノナエート、コレステリルカーボネートなどの
コレステリック型液晶や商品名「Ｃ－１５」「ＣＢ－１５」（メルク社製）として販売さ
れているようなカイラル剤などを添加して使用することもできる。さらに、ｐ－デシロキ
シベンジリデン－ｐ－アミノ－２－メチルブチルシンナメートなどの強誘電性液晶も使用
することができる。
【００７９】
また、液晶セルの外表面に貼り合わされる偏光板としては、ポリビニルアルコールを延伸
配向させながら、ヨウ素を吸収させたＨ膜と称される偏光膜を酢酸セルロース保護膜で挟
んだ偏光板またはＨ膜そのものからなる偏光板を挙げることができる。
【００８０】
【実施例】
以下、本発明を実施例により、さらに具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に制
限されるものではない。以下の実施例および比較例により作製された各液晶表示素子にお
ける評価方法を以下に示す。
【００８１】
［イミド化重合体のイミド化率・液晶配向剤の平均イミド化率］
重合体または液晶配向剤を室温で減圧乾燥した後重水素化ジメチルスルホキシドに溶解さ
せ、テトラメチルシランを基準物質として室温で1Ｈ－ＮＭＲを測定し、下記式（ii）で
示される式により求めた。なお、脱水閉環反応を行っていないポリアミック酸のイミド化
率は０％とした。
【００８２】
イミド化率（％）＝（１－Ａ1／Ａ2×α）×１００　　　　　　・・・（ii）
Ａ1：ＮＨ基のプロトン由来のピーク面積（１０ｐｐｍ）
Ａ2：その他のプロトン由来のピーク面積
α　：重合体の前駆体（ポリアミック酸）における、ＮＨ基のプロトン１個に対するその
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【００８３】
［イミド化重合体・液晶配向剤の溶解性］
重合体または液晶配向剤を室温で減圧乾燥した後、固形分濃度１０重量％溶液になるよう
に室温でγ－ブチロラクトンに一時間振とうして溶解させ、目視にて溶け残りがないかど
うか確認し、完全に溶けたものをＯＫ、溶け残ったものをＮＧとした。
【００８４】
［液晶表示素子の残留ＤＣ電圧］
液晶表示素子に直流１．０Ｖを重畳した３０Ｈｚ、３．０Ｖの矩形波を７０℃の環境温度
で１時間印加し、直流電圧を切った直後の液晶セル内に残留した電圧をフリッカ－消去法
により残留ＤＣ電圧を求めた。
【００８５】
［液晶表示素子の残像消去時間］
液晶表示素子に直流３．０Ｖ、交流６．０Ｖ（ピーク－ピーク）を重畳した３０Ｈｚ、３
．０Ｖの矩形波を７０℃の環境温度で２０時間印加した後、電圧をＯＦＦとし、目視によ
り残像が消去するまでの時間を測定した。
【００８６】
［液晶表示素子の信頼性試験］
高温高湿環境（温度７０℃，相対湿度８０％）下において、液晶表示素子を、５Ｖ、６０
Ｈｚの矩形波で駆動させ、１５００時間経過後における白いシミ状の表示欠陥の有無を偏
光顕微鏡で観察した。
【００８７】
［液晶配向膜の耐光性・耐熱性］
パターニングされた透明導電膜が設けられている基板の一面に、本発明の液晶配向剤を塗
膜し、カーボンアークを光源とするウェザーメーターで５、０００時間照射実験を実施し
、２枚の基板とも該基板を用いて液晶表示素子を作成、電圧保持率を測定し、照射実験を
実施していない以外は同様の手順で作成した液晶表示素子の電圧保持率の測定値から、以
下の式にて耐光性・耐熱性効果係数を算出した。
【００８８】
耐光性・耐熱性効果係数＝１００－｛（照射実験無しの液晶表示素子の電圧保持率－照射
実験後の液晶表示素子の電圧保持率）／照射実験無しの液晶表示素子の電圧保持率｝×１
００
【００８９】
合成例１～３６および比較合成例１～３
Ｎ－メチル－２－ピロリドンに、表１～３に示す組成で、ジアミン、テトラカルボン酸二
無水物（表中、「酸無水物」と表示）の順で加えて固形分濃度１５重量％の溶液とし、６
０℃で６時間反応させて、表１～３に示す対数粘度を有するポリアミック酸を得た。得ら
れたポリアミック酸に、ポリアミック酸の総量に対してピリジンを５倍モル、無水酢酸を
３倍モル加えた後、１１０℃に加熱して４時間脱水閉環反応を行った。得られた溶液をジ
エチルエーテルで再沈殿させた後、回収、乾燥して、表１～３に示す対数粘度、イミド化
率のイミド化重合体Ｂ１～Ｂ３６、ｂ１、ｂ２を得た。
【００９０】
【表１】
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【００９２】
【表３】
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【００９３】
表１～３におけるジアミン化合物とテトラカルボン酸二無水物は下記のとおり。
【００９４】
＜ジアミン化合物＞
Ｄ－１：２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル
Ｄ－２：　２，２’－ジトリフルオロメチル－４，４’－ジアミノビフェニル
Ｄ－３：ｐ－フェニレンジアミン
Ｄ－４：２，７－ジアミノフルオレノン
Ｄ－５：上記式（２２）で表されるジアミン
Ｄ－６：上記式（３２）で表されるジアミン
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Ｄ－７：上記式（３３）で表されるジアミン
Ｄ－８：上記式（３４）で表されるジアミン
Ｄ－９：上記式（３５）で表されるジアミン
Ｄ－１０：上記式（４０）で表されるジアミン
Ｄ－１１：　４，４’－ジアミノジフェニルメタン
【００９５】
＜テトラカルボン酸二無水物＞
Ｔ－１：２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物
Ｔ－２：３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３
’－（テトラヒドロフラン－２’，５’－ジオン）
Ｔ－３：ピロメリット酸二無水物
Ｔ－４：（４ａｒＨ，８ａｒＨ）－デカヒドロ－１ｔ，４ｔ：５ｃ、８ｃ－ジメタノナフ
タレン－２ｔ，３ｔ，６ｃ，７ｃ－テトラカルボン酸二無水物
【００９６】
実施例１
合成例１で得られたイミド化重合体（Ｂ１）２ｇをγ－ブチロラクトンに溶解させて、固
形分濃度４重量％の溶液とし、この溶液を孔径１μｍのフィルターで濾過し、本発明の液
晶配向剤を調製した。
【００９７】
上記液晶配向剤を、液晶配向膜塗布用印刷機を用いてＩＴＯ膜からなる透明電極付きガラ
ス基板の透明電極面に塗布し、１８０℃のホットプレート上で２０分間乾燥し、乾燥膜厚
０．０５μｍの塗膜を形成した。
【００９８】
この塗膜にレーヨン製の布を巻き付けたロールを有するラビングマシーンにより、ロール
の回転数５００ｒｐｍ、ステージの移動速度１ｃｍ／秒、毛足押し込み長さ０．４ｍｍで
ラビング処理を行った。
【００９９】
次に、一対のラビング処理された液晶挟持基板の液晶配向膜を有するそれぞれの外縁に、
直径１７μｍの酸化アルミニウム球入りエポキシ樹脂接着剤をスクリーン印刷塗布した後
、一対の液晶挟持基板を液晶配向膜面が相対するように、しかもラビング方向が逆平行に
なるように重ね合わせて圧着し、接着剤を硬化させた。
【０１００】
次いで、液晶注入口より一対の基板間に、ネマティック型液晶（メルク社製、ＭＬＣ－５
０８１）を充填した後、エポキシ系接着剤で液晶注入口を封止し、基板の外側の両面に偏
光板を、偏光板の偏光方向がそれぞれの基板の液晶配向膜のラビング方向と一致するよう
に張り合わせ、本発明の液晶表示素子を作製した。
【０１０１】
得られた液晶表示素子の残留ＤＣ電圧値、残像消去時間、信頼性、耐光性・耐熱性につい
て評価した。評価結果を表５に示す。
【０１０２】
実施例２～３７および比較例１～２
表４および表５に示す重合体を用いた以外は実施例１と同様にして、液晶配向剤を調製し
、これを用いて液晶表示素子を作製し、評価を行った。評価結果を表４および表５に示す
。
【０１０３】
【表４】
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【０１０４】
【表５】
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【０１０５】
【発明の効果】
本発明の液晶配向剤によれば、液晶配向膜としたとき、膜厚、ラビング条件などの工程条
件に依らず信頼性の高い、液晶表示素子用として好適な液晶配向膜が得られる。
【０１０６】
さらに、本発明の液晶配向剤を用いて形成した配向膜を有する液晶表示素子は、信頼性、
耐光性、耐熱性に優れ、種々の装置に有効に使用でき、例えば卓上計算機、腕時計、携帯
電話、置時計、係数表示板、ワードプロセッサ、パーソナルコンピューター、液晶データ
プロジェクタ、液晶テレビなどの表示装置に用いられる。
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